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4局に対して，大分県のケーブルテレビ事業者
4社への区域外再送信に同意すべきとする裁
定が行われた。民放側が再送信拒否の理由と
して挙げていた大分県の民放経営に悪影響を
与えるといった主張や，再送信の際の著作権
処理に問題があるといった主張は退けられた。
現行の大臣裁定制度では，放送番組が民放側
の意図に反してカットされるといった「正当な
理由」がないかぎり，再送信に同意すべきと裁
定することになっており，著作権処理の不十分
さや経営への悪影響は，再送信を拒否できる
理由にはならないためである。これに対して，
福岡県の民放4局は大臣裁定を不服として異議
申し立てを行い，各地で次々に起こる紛争とあ
わせて，区域外再送信をめぐる問題は混迷し
た状態が続いている。

もっとも，再送信の同意制度をめぐっては，
有線テレビジョン放送法（以下，有テレ法と表
記）が制定された1972年当時から疑問視する
見方があったほか，再送信の際の著作権処理
をめぐっても，以前から問題があると指摘され
てきた。ただ，当時，ケーブルテレビの影響
力が相対的に小さかったことから問題が放置
され，抜本的な改善策が取られなかった結果，
今日に至って矛盾が顕在化する事態となってい
る。以下，区域外再送信をめぐる同意制度が
どのようにして形成され，問題を抱えたままど

1. 区域外再送信めぐり相次ぐ大臣裁定申請

区域外再送信をめぐり，ケーブルテレビ事
業者と民放側との対立が深まっている。区域
外再送信は，地上波のテレビ局の放送対象地
域外で，ケーブルテレビ事業者がそのテレビ
局の番組を契約世帯に放送するもので，特に
地元の民放の数が少ない地域では，ケーブル
テレビを通じて他系列の番組も見ることができ
る点が視聴者にとってのメリットとなっている。
総務省によると，2006年9月現在，地上アナ
ログ放送で区域外再送信されているチャンネ
ル数は全国で約1,170に上っている1）。しかし，
区域外再送信によって地元局の視聴率が下が
り，経営に影響を及ぼすなどとして，デジタル
放送への転換を契機に民放側がケーブルテレ
ビへの再送信同意を拒否するケースが続いて
いる。こうしたことから，2007年に入り，ケー
ブルテレビ事業者が再送信への同意を求めて，
この問題を所管する総務大臣に対して裁定の
申請をする例が相次ぎ，2007年11月末現在，
裁定申請を行ったのは，大分，鳥取，島根，
広島，山口，長野の各県のあわせて17のケー
ブルテレビ事業者に上っている。

このうち，2007年8月に大臣裁定が出され
た大分県のケースでは，ケーブルテレビ側の
主張がほぼ全面的に認められ，福岡県の民放
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うして現在に至ったか経緯を探るとともに，解
決に向けてどのような模索がなされているか見
ていくことにする。

2.当初から問題を抱えていた区域外再送信

2.1 位置付けの不明確な再送信「同意」制度

ケーブルテレビ事業者が放送番組を再送信
するにあたっては，有テレ法13条2項で，区
域内・区域外を問わず放送事業者の同意を得
なければならないと規定されている。この同意
制度を盛り込んだ有テレ法は1972年に制定さ
れたものだが，「同意」の位置付けをめぐって
は，当初から疑問の多い制度という指摘がな
されてきた。つまり，著作権制度との関係から
見ると，再送信への同意は著作権・著作隣接
権の許諾と機能が重複しており，再送信への
同意を著作権制度と次元が違うものと考えるな
らば，なぜわざわざ同意制度を設けなければ

ならないのかという指摘である。
これに関して，総務省は現在，同意制度は

「放送事業者の放送の編集意図がその意に反
し，侵害され又は歪曲されないことを担保する
ための制度」，つまり放送の同一性保持のため
の制度として解釈し，運用に当たっている。た
だ，その立法趣旨は必ずしも明確なものではな
い。総務省が解釈の根拠として挙げているの
が，有テレ法の先例となった「有線放送業務
の運用の規正に関する法律」（現行の「有線ラ
ジオ放送業務の運用の規正に関する法律」）が
審議された1951年3月26日の参議院電気通信
委員会での以下の質疑である。

・鈴木恭一参議院議員

その次は第五條の再送信の同意の問題で
ございます。これは放送法の第六條と同じ趣
旨であると考えます。第六條は，著作権の保
護の規定ばかりでなく，その編集が再放送の

表1　区域外再送信をめぐる大臣裁定申請状況

裁定申請者（ケーブルテレビ） 裁定対象者（民放） 申請後の動き

大分県の 4 社
（2007 年 3 月申請）

大分ケーブルテレコム
福岡県の 4 局

（デジタル）

RKB 毎日放送 再送信に同意すべきと裁定
（2007 年 8 月）
民放 4 局が異議申し立て

（2007 年 10 月）

CTB メディア 九州朝日放送
ケーブルテレビ佐伯 テレビ西日本
大分ケーブルネットワーク 福岡放送

鳥取県・島根県・
広島県の 9 社

（2007 年 5 月申請）

日本海ケーブルネットワーク

岡山県の 1 局
（アナログ）

テレビせとうち

情報通信審議会有線放送部会で
審議開始

（2007 年 8 月）

鳥取テレトピア
中海テレビ放送
鳥取中央有線放送
山陰ケーブルビジョン
出雲ケーブルビジョン
東広島ケーブルメディア
三原テレビ放送
尾道ケーブルテレビ

山口県の 2 社
（2007 年 5 月申請）

K ビジョン
広島県の 4 局

（アナログ）

テレビ新広島
情報通信審議会有線放送部会で
審議開始

（2007 年 8 月）

アイ・キャン 中国放送
広島テレビ放送
広島ホームテレビ

長野県の 2 社
（2007 年 6 月申請）

テレビ松本ケーブルビジョン

在京キー局 5 局
（デジタル）

日本テレビ
LCV TBS

フジテレビ
テレビ朝日
テレビ東京

2.当初から問題を抱えていた区域外再送信
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際に歪曲されるということに対する保護，こ
う我々は解釈しております。そこで放送協会
の共同聴取の場合でも，放送が中断されるよ
うな施設のある場合に，この規定の存在の意
義がある，こう解釈してよろしうございますか。
・高塩三郎衆議院議員（提案者）

大体その通りでございますが，なお附加え
て御説明申上げますが，第五條の再送信の同
意に関する規定で，ＮＨＫをも含めた無線放
送事業者の同意を要することといたしました
のは，中継，特に録音中継の場合における
放送著作権の保護と，いわゆるこまぎれ放送
による権利の侵害を防止するためであります。

その上で，有テレ法の審議が行われた1972
年5月18日の衆議院逓信委員会で，郵政省の
藤木栄電波監理局長が，同意制度について，

「有線放送業務の運用の規正に関する法律」
と同じ趣旨で設けられたと答弁していることか
ら，総務省では，放送の同一性保持という目
的を持ったものとして同意制度をとらえている
わけである。この立法趣旨に基づいて有テレ
法を解釈すると，論理的に，再送信先が区域

内であれ，区域外であれ，同意にあたっての
条件は変わらないことになる。

しかし，有テレ法制定当時には，立法趣旨
について，必ずしもこうした認識で一致してい
たわけではない。実際，上記の答弁がなされ
た5月18日の衆議院逓信委員会で，藤木電波
監理局長は再送信同意制度に関連して次のよ
うに述べている。

・藤木栄電波監理局長

私どもとしましては，放送自体の秩序とい
うことを考えまして，現在のチャンネルプラン
というものができて，そこで放送事業者が放
送をやっているということでございますので，
その秩序を破ってまで放送事業者に同意を
しろというわけにもいかないのじゃなかろう
かと思っております。この点は非常にデリケー
トな問題でもございますので，必要があれば
私どもも，行政指導ということばでございま
すけれども，そういうようなことをする必要
がある場合もあろうかと思っております。

つまり，同意制度は，単に放送の同一性保

表 2　区域外再送信をめぐる経緯
1972 年 有テレ法制定 再送信同意制度を導入
1986 年 有テレ法改正 紛争解決手段として大臣裁定制度導入

再送信同意を拒否できる「正当な理由」5 基準 国会答弁で明らかに
1987 年 7 月 区域外再送信で初裁定 サンテレビに山陰ケーブルビジョンへの再送信同意求める
1993 年 6 月 2 回目の大臣裁定 テレビせとうちに高知ケーブルテレビへの再送信同意求める
2003 年 ごろ～ 地上デジタル放送の開始に向け区域外再送信問題が各地で表面化
2006 年 5 月 ケーブルテレビ連盟が民放連に要望書 区域外再送信で同意の促進を求める

7 月 民放連がケーブルテレビ連盟に回答書 各地域での話し合いで解決求める
9 月 総務省 区域外再送信に関する個別協議の促進を事業者双方に要請
12 月 地上デジタル放送 全国の都道府県庁所在地で視聴可能に

2007 年 3 月 大分県のケーブルテレビ 4 社 区域外再送信への同意を求め大臣裁定申請
5 月 民放連 大臣裁定制度は放送事業者に不利と総務大臣あてに意見書

中国地方のケーブルテレビ 11 社が大臣裁定申請
6 月 長野県のケーブルテレビ 2 社が大臣裁定申請
8 月 大分県の区域外再送信問題で大臣裁定 福岡県の民放 4 局に再送信同意求める
10 月 総務省 ケーブルテレビの区域外再送信問題で研究会設置

福岡県の民放 4 局 大臣裁定に異議申し立て
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持を担保するという目的には限定されず，地域
免許制度を基軸とする現行の秩序を混乱させ
ないという意味での「放送秩序の維持」2）とい
う目的も持ったものであるという見解を示して
いるわけである。

同年6月8日の参議院逓信委員会でも，参考
人として出席した民間放送連盟の杉山一男専
務理事は「これは既存の放送秩序を守り，そ
の調和の上に立って，有線テレビの発展を期待
するものとして，民放連はきわめて適切な条文
と考えております」と述べており，有テレ法の
立法過程においては，再送信の同意制度は地
域免許制度を基軸とする放送秩序を維持する
目的を持つものと考えられていた。

このように，有テレ法制定当時，同意制度と
放送秩序の維持とは密接に関連するものととら
えられていたわけだが，こうした解釈が生じた
背景について，塩野宏は次のような理由がある
と推測している。

同意条項＝放送制度秩序論が明確な形で
登場してきたのは，有線テレビジョン法の国
会審議以降のことである点にも注意する必要
があろう。そのことは，当時，すでに現行著
作権法が施行され，放送事業者の著作隣接
権が制定法上認められるに至ったため，有
線テレビジョン法にも，従前の「放送法」に
平仄を合わせて同意条項をおくとするならば，
著作権法との関係でより明確に，その立法理
由を根拠づける必要が生じたことに対応して
いるといえよう3）。

ただ，その一方で，塩野は，もし放送秩序
の維持という視点から同意制度を解釈した場
合，同意するのが放送元の事業者というのは立

法趣旨からして不適切なものとなると次のように
も述べている。

わが国における放送秩序とは，社会が自
律的に形成したものではなく，チャンネルプ
ランによって，国家が政策的に創出した国法
上の秩序である。そうだとすれば，その秩
序を乱すおそれのある行為（ここでは区域外
再送信）を認めるかどうかの責任は，秩序
の創出者（行政庁）が担うべきものであって，
原放送事業者の判断にゆだねるべきもので
はないと思われる4）。

つまり，放送秩序はチャンネルプラン（当時）
によって国が形成している制度であり，その例
外となる区域外再送信への同意を出すのは監
督官庁であるべきという論理である。

議論を整理すると，再送信の同意制度につ
いて，著作権制度とは機能が別のものとする
と，放送秩序（地域免許制度）維持の目的で
設けられたと解釈するのが自然だが，そうする
と新たな矛盾（同意を出すのが放送事業者とい
うのはおかしい）が生じる。このため，同意制
度については，著作権保護や放送秩序維持と
いった目的以外の狭い機能を持ったものと考え
る以外になくなるということである。

現状は，同意制度は前述のように，著作権
制度や放送秩序維持とは一応別の，放送の同
一性保持を担保するものとして運用が行われて
いる。ただし，番組をそのまま再送信してい
るケーブルテレビの実態を考えれば，民放側
が再送信同意を拒否できるケースはほとんどな
く，また，区域内と区域外で同意の条件を変
えるといった対応もできない。同意制度の存在
意義は希薄になっているわけである。
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そもそも，再送信の同意制度については，
先に述べた国会答弁に見られるように，1950
年制定の放送法6条の規定が先例になったも
のと見られるが，放送法自体，同意制度の立
法趣旨についてはっきりしたことはわかってお
らず，当時モデルとしたアメリカの通信法325
条（a）に同意条項があったことから，それを引
き写したにすぎないとする見方もある5）。また，
放送法6条の解釈についても，放送の同一性
保持にとどまらず，地域免許制度で定められ
た放送秩序を維持するためという見解が存在し
ており，揺らぎがある6）。つまり，同意制度は，
前例に従って明確な位置付けがなされないまま
法律に盛り込まれ，維持されている可能性が
あるわけである。

塩野は1979年の時点で，「放送の再送信は，
現在は，特段のトラブルを生ずることなく運用
がなされているといわれる」として，こうした
指摘には机上の空論であるという批判が加え
られるかもしれないと記述している7）。しかし，
再送信をめぐる制度はその後も手を加えられる
ことなく，今日に至って問題化してしまったわ
けであり，その背景には同意制度の位置付け
の問題があることは否めない。

2.2 あいまいな著作権制度との関係

有テレ法の再送信の同意制度をめぐっては，
以上のように，法的には著作権制度とは別とす
る整理がなされてきた。しかし，実態として，
区域外を含むケーブルテレビへの再送信では，
有テレ法上の同意と著作権法上の許諾との関
係があいまいに扱われ，著作権処理について
も必ずしも完全な対処がされないまま放送番組
の再送信が継続されてきた。

まず，有テレ法の同意と著作権法の許諾の

関係についてみてみると，既に述べたように，
同意制度は，放送の同一性保持を担保するた
め設けられたというのが，郵政省＝総務省の公
式見解であり，同意と許諾との間には直接的な
関係はない。つまり，送信元の放送局によって
再送信に同意が得られたとしても，放送局が
持つ著作権や著作隣接権に関して，必ずしも
許諾を得られたということにはならない。

しかし，実際には，再送信への同意によっ
て，あわせて著作隣接権としての有線放送の
許諾を与えてきた実態もある。民放側がケーブ
ルテレビ事業者に渡す同意書は，一般に，「再
送信申し込みについて，下記事項を遵守するこ
とを条件に同意します」などとした上で，「再送
信に際して生ずる番組にかかわる著作権問題
は申込者の責任において処理すること」「当社
の有する権利に対する対価は将来請求するこ
とがある」といった条件を列記するものとなっ
ており，この際に「当社の有する権利」，つま
り著作権や著作隣接権についても許諾を与え
ているようにも解釈できる表現となっている。
ケーブルテレビ側も，再送信の同意書の交付を
もって，民放が持つ著作権や著作隣接権は許
諾されたと見なしている。

また，文化庁の文化審議会著作権分科会の
報告書（2006年8月）も次のように記述しており，
事実上，再送信の同意と同時に，放送局の著
作隣接権の許諾が与えられてきたとしている。

実際の契約処理については，有線放送に
よる地上放送及びＢＳ放送の同時再送信の
場合，放送事業者は，第三者の契約処理を
必要とする場合は有線放送事業者の責任で
行うことや，放送内容に一切変更を加えない
で再送信することなどを条件に，有線放送
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事業者に対して有線放送テレビジョン放送法
に基づく再送信の同意を与えており，事実上
はこれにより，放送事業者の著作隣接権とし
ての有線放送（第99条第1項）の許諾も併
せて与えていると考えられる8）。

さらに，いったん有テレ法上の同意を与え
れば，事実上，著作権法上の許諾も拒否でき
ないのではないかとする見解も過去の国会答
弁では示されてきた。有テレ法に再送信をめ
ぐる大臣裁定制度が盛り込まれた1986年の通
常国会で，著作権制度を所管する文化庁が次
のような答弁を行い，再送信に同意すべきと
大臣が裁定したにもかかわらず，著作権法を
盾にとって再送信を拒むのは財産権の乱用だ
と指摘している。

・加戸守行文化庁次長

理論的可能性として，放送事業者の同意
が拒まれたために，有線テレビジョン放送法
上の同意の許可が郵政大臣から与えられたに
もかかわらず，著作権法を理由に放送事業
者がＣＡＴＶに許諾をしないというようなこと
が起き得るとすれば，それはまさに財産権の
乱用でございまして，みずからの首を絞める
わけでございまして，その事態になれば文化
庁としては，裁定ではなくて，放送事業者の
隣接権を廃止するというような決意でも持た
なきゃならぬ事柄ではないかというふうに考
えております9）。

つまり，放送行政を所管する郵政省＝総務
省の見解では，著作権法上の許諾は，再送信
同意とは異なる制度であり，同意が得られたと
しても許諾が別に必要となるが，そうした見解

は必ずしも浸透していなかったわけであり，再
送信同意は著作権制度との関係から見ても混
乱を招く位置付けのものだった。

さらに，実際の運用上の問題として，放送
番組に含まれる著作権処理についても，ケー
ブルテレビでの再送信では，完全に行われて
きたとは言いがたい状態が続いてきた。再送
信の同意にあたっては，民放側が同意書の中
で，再送信に際しての著作権処理をケーブル
テレビ事業者と著作権者の間で解決することを
求めており（いわゆる「蛇口処理」），ケーブル
テレビ側は区域外再送信を無償で行うことが
できる一方で，権利処理については自前で行
わなければならない。このため，著作権の包
括的な処理ルールとして，1975年，再送信に
あたっての「5団体ルール」と呼ばれる枠組み
が形成された。これは，日本有線テレビジョン
放送連盟（日本ケーブルテレビ連盟の前身）が，
日本音楽著作権協会（JASRAC）など国内の
権利者団体と交渉して作り上げた包括許諾シス
テムであり，使用料が前年度のケーブルテレビ
の利用料収入を基に計算されるといったルー
ルが定められている10）。

しかし，当然のことながら，5団体がカバー
できるのは，放送される番組の一部であり，
例えばハリウッド映画などは含まれていない。
また，権利処理を行おうとしても，事前に放送
に関する権利情報を把握していなければでき
ないが，著作権制度が専門の杉村晃一が次の
ように指摘しているとおり，そうしたことは不
可能である以上，「蛇口処理」では完全な著作
権処理ができないのは明らかである。

放送事業者からすれば，すべての権利情
報を事前に有線放送事業者に通知すること
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は現実的に不可能である。また，有線放送
事業者にとっても，たとえ事前に情報が入手
できたとしても，再送信は放送の内容に変更
を加えないで行う必要があるから，すべての
権利者から許諾を得なければならず，拒否
するものを出すことが許されない権利処理と
なる。権利情報の入手から再送信までの時
間の中でこのような権利処理を行うことは不
可能である11）。

著作権の問題に関して，ケーブルテレビ側
は総務省に対し，「著作権処理の課題は十分
認識。また，ハリウッド等ケーブルテレビ事業
者による処理が事実上不可能な案件は，放送
事業者への権利処理の委託等を検討」と説明
している12）。こうした状況からもわかるとおり，
本来，権利処理を完全に行うためには，「蛇口
処理」ではなく，民放側も協力した形での「元
栓処理」が必要である。しかし，現実には，
再送信同意制度とあわせて，著作権処理の問
題でも，抜本的な解決策がとられず今日に至っ
たというのが実態である。

3.ケーブルテレビ普及で拡大する問題

3.1 区域外再送信問題で苦慮する地方民放

あいまいな枠組みのまま続いてきたケーブル
テレビへの再送信制度だが，区域外再送信に
民放が同意してきた背景には，当初，ケーブル
テレビの普及率が低く，再送信が行われる地
域の放送局の経営に及ぼす影響が小さかった
ことや，民放の置局格差が区域外再送信によっ
て補完されてきたという事情が挙げられる。ま
た，再送信同意をめぐって，1986年に民放側
に不利な大臣裁定制度が導入された背景につ

いても，民間放送連盟は「ケーブルテレビ産業
が極めて零細であった時代にその育成策と考え
られたからである」13）としており，民放側にとっ
ては，再送信をめぐる制度に若干の歪みがあっ
ても，ケーブルテレビ産業の規模を考えれば，
当時は黙認しうるものであったと推測できる。

総務省のまとめによると，ケーブルテレビ（自
主放送を行う許可施設）の世帯普及率は2007
年6月末現在，41.3%に上っているが，世帯普
及率が10％を超えたのは1996年度のことで，
急速に普及が進んだのは最近である。また，
民放の置局格差についても，いわゆる平成新
局という言葉もあるように，「1県4局化」され
たのが平成に入ってからという地域も多く，区
域外再送信が情報格差を是正する上で果たし
てきた役割は大きかった。こうした事情も背景
に，大臣裁定制度が設けられた1986年以降，
2006年まで，区域外再送信の同意が拒否され
たことによって大臣裁定にまで発展したケース
は2例にとどまっていた。

しかし，ケーブルテレビ事業者の地元要件
廃止や外資規制撤廃といった規制緩和を背
景に，ケーブルテレビ産業は大きく伸張し，
MSO（Multiple System Operator）と呼ばれ
る複数の地域のケーブルテレビを所有・運営
する統括運営会社が登場するなど状況は大き
く変化してきた。ケーブルテレビの影響力拡大
を背景に，再送信によって視聴率が低下する
民放側にとっては，区域外再送信問題をその
まま放置しておくことは困難になる。特に平成
に入って開局した民放は経営基盤が安定して
おらず，そうした中，地上デジタル放送に向け
た投資負担が加わると経営的に苦しくなること
から，系列局の経営への配慮もあって，デジ
タル化を機に区域外再送信への同意を拒否す

3.ケーブルテレビ普及で拡大する問題
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る例が相次ぐことになった。
地方の民放経営への区域外再送信の影響に

ついて，2007年の大臣裁定の舞台となった大
分県の例を見ると，大分県には民放が3局存
在するが，福岡県の放送の区域外再送信が行
われることで，再送信を含む「その他の局」の
視聴率が年 上々昇し，ほぼ1局分のシェアを占
める状況になっているという。大分県の民放3
局（大分放送・テレビ大分・大分朝日放送）が
情報通信審議会に提出した資料では，影響に
ついて次のように記述されている。

昨年度の「その他の局」の視聴率は全日（6
時～ 24時）で9.1%まで高くなっており，こ
の10年間でほぼ3倍となっております。「そ
の他の局」の視聴率が急上昇するのと対照的
に，大分地区3局の収入の合計は漸減してい
ます。ご承知の通り，民放の売り上げは視聴
率と密接にリンクしております。9.1%の半分，
4.5%が区域外再送信（つまり，福岡波）とす
ると，昨年度の当地区3局の放送収入から換
算すると約18億円に相当し，私どもの売り上
げに大きく影響しております14）。

3社の経常利益が2006年度の場合，6,300
万円から6億9,000万円15）の範囲にあることを
考えれば，推定で約18億円という減収幅は無
視できるものではない。区域外再送信につい
て，ケーブルテレビ側は，地元民放の数が少
なかった時代から再送信を行ってきた実績や，
それによって形成された視聴習慣を背景に再
送信への同意を求めているが，民放側は，こ
れまでのアナログ時代のように区域外再送信
への同意を要求されるままに出せる状況ではな
くなっていると主張している。

3.2 大臣裁定で「同意」拒否は認めず

これまでに見てきたような状況から，多くの
民放は，仮にアナログ放送で区域外再送信に
同意してきたケースでも，地上デジタル放送で
は基本的に再送信を認めない方針を示してい
る。区域外再送信について，民間放送連盟は
2007年5月に出した意見書の中で，「ケーブル
テレビによる区域外再送信が際限なく拡大さ
れることは，他県への情報依存度を強めるも
のであり，各地域の自立という観点からみて好
ましいものではないと考えられる。本来，ケー
ブルテレビによる再送信が義務付けされるの
は，現行の有線テレビジョン放送法にもあるよ
うに，受信障害地域に限られるべきである」16）

として，区域外再送信が現状のまま拡大され
ていくことに危惧を示した。

しかし，経営への影響を懸念する民放側が
再送信への同意を拒否したいと考えたとして
も，これまで見てきたように，有テレ法の現行
の解釈上は困難である。再送信をめぐって争
いになった場合のために設けられた大臣裁定
をめぐっても，有テレ法13条5項では「再送信
に係る同意をしないことにつき正当な理由があ
る場合を除き，当該同意をすべき旨の裁定を
するものとする」と規定されており，再送信にあ
たって元の放送の「同一性の保持」がなされて
いるかぎり，総務大臣は再送信に同意すべきと
裁定しなければならないためである。

再送信を拒否できる「正当な理由」について
は，有テレ法の改正で大臣裁定制度が導入さ
れた1986年の国会審議で次の5つの基準が示
されている。

①  放送番組が放送事業者の意に反して，一
部カットして放送される場合
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②  放送事業者の意に反して，異時再送信さ
れる場合

③  放送時間の開始前や終了後に，そのチャ
ンネルで別の番組の有線放送を行い，放
送事業者の放送番組か他の番組か混乱
が生じる場合

④  ケーブルテレビの施設が確実に設置できる
という見通しがない，施設設置の資金的基
礎が十分でない等，ケーブルテレビ事業者
としての適格性に問題があるとされる場合

⑤  ケーブルテレビの受送信技術レベルが低
く良質な再送信が期待できない場合 17）

ここから見てもわかるように，再送信を拒否
できる「正当な理由」5基準は，民放側にとっ
てはかなり高いハードルである。この5基準は，
現在も大臣裁定の際に用いられており，ケーブ
ルテレビ側が意図的に放送をカットしたり，歪
曲したりするようなことを行っていないかぎり，
区域外であっても再送信に同意すべきと裁定す
ることになっている。

これについて，民間放送連盟では「法律によっ
て放送事業者に区域外再送信への同意を強い
る大臣裁定制度の立法事実は消滅している」18）

として，社会の実態に即した抜本的な見直しが
行われるべきだと主張している。実際，2002年
に施行された電気通信役務利用放送法には，
再送信にあたって放送事業者の同意が必要なこ
とは規定されているものの，有テレ法に規定さ
れるような大臣裁定制度は盛り込まれていない。

しかし，有テレ法では，大臣裁定制度は
依然存在し，「正当な理由」5基準についても
2007年11月現在，見直しは行われていないこ
とから，この条件は，ケーブルテレビ側が区域
外再送信を継続する上での主張の根拠としても

用いられている。長野県内でのケースのように，
アナログ波の再送信について過去に民放が同意
を出した経緯があるにもかかわらず，デジタル
放送の再送信同意を拒否している事例につい
て，ケーブルテレビ側は5基準を根拠に，各基
準をクリアしているにもかかわらず，同意を出さ
ないのはおかしいとして，再送信同意は拒否で
きないと主張している。

また，こうした有テレ法以前の問題として，
長年の区域外再送信によって根付いた視聴習
慣もあって，民放側が再送信を拒否するのが
難しい地域もある。区域外再送信は前述のよ
うに民放の置局格差を補完するという意味合
いも持っていたことから，例えば，佐賀県や徳
島県のような民放が1局しかない地域では，地
上デジタル放送でも区域外再送信への同意が
なされている。このうち佐賀県では福岡県の全
事業者の同意を得て区域外再送信を行ってい
るほか，徳島県でも大阪の民放の番組につい
て，デジタル放送での再送信を行っている19）。

さらに，大臣裁定問題が起きた大分県でも，
福岡県と隣接する日田市のケーブルテレビにつ
いては，電波受信状態や生活圏を考慮して，
福岡県の番組のデジタル放送での再送信を大
分県の民放が了承するなど20），地域によって異
なった対応がとられている。総務省のまとめに
よると，地上デジタル放送で区域外再送信へ
の同意が出されているのは，2007年2月末現
在で，約150チャンネルに上っており，民放間
で区域外再送信への対応の足並みがそろって
いるわけではない。

3.3　著作権問題を背景にした民放側の思惑

有テレ法上の同意を拒否することが困難な
ことを踏まえて，民放側は，放送番組に対し
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て持つ権利，つまり著作権法上の許諾を留保
することで，区域外再送信を阻止できるという
見解を示している。これまでの大臣裁定では，
あくまでも有テレ法上の同意と著作権法上の許
諾は別の次元のものという判断がなされている
ことから，仮に再送信に同意したとしても，著
作権や著作隣接権の許諾は与えていないとい
う主張は可能という論理である。民間放送連
盟は大臣裁定制度についての意見書（2007年
5月）で次のように述べている。

放送事業者は，全放送番組についての著
作隣接権，さらに自社制作番組についての著
作権を有している（著作権法第99条および第
23条）。著作権法上の「許諾」権は，有線テ
レビジョン放送法上の再送信「同意」とは異
なる権利であり，放送事業者が仮に大臣裁
定によって再送信への同意を強制されたとし
ても，その放送の再送信を行おうとするケー
ブルテレビ事業者に対し，著作権法に基づく
差止請求等によって再送信を阻止できる21）。

意見書ではまた，「放送番組は，放送事業者
以外のさまざまな著作権，著作隣接権，スポー
ツライセンス等の権利の集合体であり，権利関
係者は国内はもとより，外国にも多数存在して
いる」と述べている。再送信同意の条件として，
ケーブルテレビ事業者が必要な権利処理の責任
を負うことになっていることから，さまざまな著
作権処理が適切に行われないまま再送信を行う
ことは適切ではなく，こうした権利関係から見て
も，「国が大臣裁定により再送信同意を強制する
ことには大きな問題がある」というわけである。

さらに，民放側は，ケーブルテレビで起き
た混乱を繰り返すことをあらかじめ防ごうと，

新たな伝送路として期待されているIPマルチ
キャスト放送については，著作権制度を背景
に，区域外再送信をさせにくい制度設計を求
めた。2006年の著作権法改正の際に，IPマ
ルチキャストでの再送信を「放送」として権利
処理できる範囲を放送対象区域内に限定する
ことを主張したのである。その際，民間放送
連盟は「放送事業者の免許エリア内という地
域限定性，適切な著作権保護技術，ハイビ
ジョン等伝送内容の同一性の確保が図られる
ことなどの技術的条件や運用条件が満たされ
ることを前提として，例外的に有線放送並み
とすることに賛成する」22）と述べている。

有線という意味でケーブルテレビと共通性
を持つメディアであるIPマルチキャスト放送
は，著作権法では「自動公衆送信」に該当し，
放送の再送信を行うためには，ケーブルテレ
ビ（著作権法上の「有線放送」）に比べて困難
な権利処理を行うことが必要だったわけだが，
法改正でそれを緩和するにあたっては，再送
信が該当の放送対象地域に限られることを条
件にしようとしたのである。

ただ，このIPマルチキャスト放送をめぐって
は，地上デジタル放送の補完路として期待され
ているだけに，区域内再送信限定といった条件
を付けることに抵抗を示す意見も出された。例
えば，政府の規制改革・民間開放推進会議は，
2006年7月の中間答申で，「地上波デジタル放
送のIPマルチキャスト放送による再送信を行う
に当たっては，地上波放送について設定された
放送対象地域に限定されないことを周知すると
ともに，それを担保するための所要の措置を講
じるべきである」23）として，地域の限定をすべき
ではないと述べている。また，2006年に開催さ
れた竹中総務大臣（当時）の私的懇談会「通信・
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放送の在り方に関する懇談会」も，報告書の中
で，「デジタル化・IP化の特徴の一つは，距離
や地域の制約を取り払うことにあり，地方局の
番組制作力の強化と経営基盤の充実に資する
面もあるため，基本的には再送信に地域限定を
設けるべきではないと考えられる」24）としている。

しかし，ケーブルテレビ問題の二の舞を避
けようとする民放側の主張も背景に，2006年
に改正案が成立した著作権法には，IPマルチ
キャスト放送がケーブルテレビと同様の権利処
理を行うことができる条件として，「放送法に
定める放送対象地域向けに同時再送信するこ
と」が盛り込まれた。IPマルチキャスト放送で
の区域外再送信のためには，実演家・レコー
ド製作者といった著作隣接権者からも改めて
許諾を得なければならず，補償金を支払えばよ
い区域内再送信に比較して困難な権利処理を
強いられる。

さらに，この改正の際に，ケーブルテレビに
ついても，「有線放送事業者の地元事業者要
件の廃止や外資規制の撤廃など規制が緩和さ
れたこと等も背景に，都市部等において大規
模な有線放送事業が展開され，また，サービ
ス内容もCSの再送信，IP電話，インターネッ
トやVODサービスなど充実しつつある」25）とし
て，これまでケーブルテレビへの再送信に関し
て無権利であった実演家・レコード製作者にも，
報酬請求権が与えられた。

民放側にとっては，有テレ法の現行の解釈の
もとでは，同意拒否によって区域外再送信に歯
止めをかけることは困難であり，その一方で，再
送信阻止のためには，著作権・著作隣接権とい
う枠組みが残されている。IPマルチキャスト放
送をめぐる議論は，ケーブルテレビへの再送信
がそうした状況にある中で行われた。改正され
た著作権法（IP関連）では，区域内と区域外と
では権利処理の面で差が設けられ，有テレ法と
はまた違った観点から法整備がなされた。地域
免許制度の根拠となっている放送法・電波法と
有テレ法間の矛盾に加え，著作権制度をめぐる
問題も絡んで，事態はいっそう複雑化している。

4．問題解決に向け山積する課題

4.1 解決策を模索する双方の動向

冒頭にも触れたように，2007年3月以降，大分，
鳥取，島根，広島，山口，長野の各県のあわせ
て17のケーブルテレビ事業者が区域外再送信を
求めて，大臣裁定の申請を行い，このうち大分県
のケースでは，2007年8月，ケーブルテレビ側の
主張をほぼ認めて，福岡県の民放4局に対して再
送信に同意すべきとする裁定が出された。区域
外再送信をめぐって大臣裁定が出されたケース
は，前述のように過去2回あり，いずれも民放
側が再送信に同意すべきと裁定されたことから，
これに従って区域外再送信が行われてきた。

しかし，今回の場合，大分県のケーブルテレ
ビ事業者は大臣裁定後，デジタル放送でも区
域外再送信を開始する一方で，福岡県の民放
側はケーブルテレビ側に同意書を交付せず，大
臣裁定を不服として総務省に異議を申し立てる
初めての事態となっている。大臣裁定にあたっ
て諮問を受けた情報通信審議会有線放送部会

表 3　著作権法改正 2007 年 1月11日施行（IP 放送関連）

4．問題解決に向け山積する課題

同時再送信手段

有線放送 IP マルチキャスト放送
（自動公衆送信）

著作者 許諾権 許諾権

実演家 無権利→報酬請求権 許諾権→補償金

レコード製作者 無権利→報酬請求権 許諾権→補償金
（出典）文化庁ホームページ
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が判断の基準としたのは，従来どおりの「正当
な理由」5基準だが，民放側は，異議申し立て
を扱う電波監理審議会の審議を通じて，こうし
た基準の見直しを行うよう訴える構えで，民放
対ケーブルテレビの対立の構図は崩れていない。

ただ，和解に向けた動きがまったくないわけ
ではなく，今回紛争が起きている大分県でも，
自治体ケーブルテレビ（4市）については，大
臣裁定を申請した民間のケーブルテレビ4社と
は一線を画し，大分県の提案で裁定申請を保
留し，民放側との話し合いによる解決を模索
してきた。そして，県内に系列局がないものの
みケーブルテレビ側が再送信の同意を求めると
いう解決策を地元民放が受け入れる形で一応
の合意に達している26）。さらに，前述した佐賀
県や徳島県のように地元に民放が1局しかない
ケースでは既にデジタル放送でも区域外再送信
への同意が行われているほか，地元民放が2
局の県についても，地元に系列局がない放送
局の再送信については比較的解決策が得られ
やすいものと考えられている。

また，区域外再送信に関する対価について，
ケーブルテレビ事業者はこれまで民放側に対し
て支払いを行わないのが一般的だったが，大
臣裁定に持ち込まれた大分県のケースで，ケー
ブルテレビ事業者は，情報通信審議会有線放
送部会の意見聴取に対し，「払わないとは言っ
ておりません」として，金額や名目はともかく，
何らかの形で対価を支払う用意はあると述べ
ている27）。その上で，個別に事業者同士が協
議を行って料金を決めるよりも民間放送連盟と
ケーブルテレビ連盟との間で共通ルールを作る
ほうが望ましいとする認識を示している。民間
放送連盟も，対価の徴収だけでは区域外再送
信は解決できないとしつつ，「当連盟は区域外

再送信自体を否定するものではなく，ケーブル
テレビ事業者から放送事業者に同意を求める
申請があれば，地域の実態を踏まえて十分協
議を行い，可能な限り解決に努めるべき」とす
る見解を出している28）。

区域外再送信問題では，こうした和解に向
けた動きの一方で，地元民放が既に4局存在
する長野県のように，民放側とケーブルテレビ
側が県知事を交えて解決策を話し合ったにもか
かわらず，対立が解消していない地域もある。
また，今後，大臣裁定申請を出すことを検討し
ているケーブルテレビ事業者もあり，地域の事
情によって，民放側の対応や解決に向けた動
きに温度差が存在している。

解決策を模索する民間放送連盟とケーブル
テレビ連盟の協議は，2007年3月以降，大臣
裁定の申請が相次いだことも影響して中断して
いたが，双方とも問題解決に向けて協議を再
開する用意はあるとしている。対立が先鋭化し
ている地域で，解決に向けた妥協点が探れる
かが焦点となる。

4.2 制度の見直しに向けた議論も

各地域で区域外再送信をめぐる問題に一定
の決着がついた場合でも，再送信をめぐる著
作権処理をどうするかといった問題や，有テレ
法の同意制度や大臣裁定制度をこのまま維持
するのかという問題，さらに放送法・電波法を
根拠とする地域免許制度と区域外再送信との
間の整合性をどう保つのかという根本的な問
題は依然，残されている。

大分県のケーブルテレビ4社が申請した大
臣裁定について審議を行った情報通信審議会
有線放送部会は，答申（2007年8月9日）の際
に次のような異例の指摘を行っている。
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総務省においては，有線テレビジョン放
送事業者による再送信に関し，有線テレビ
ジョン放送の実態及び通信・放送の融合・
連携の進展を踏まえ，受信者の利益の保護
並びに地域ニーズに対応した多様な情報の
制作，調達及び流通の促進の観点から，制
度のあり方について今後幅広く検証すべきと
考える。その際は，著作権法に基づく著作
権及び著作隣接権の処理の観点にも十分留
意すべきである。

つまり，現行の有テレ法の同意制度や大臣
裁定のあり方，著作権処理の方法には問題が
多いことから，大臣裁定とは別の場で，改め
て検討を行うよう求めたのである。

総務省はこの指摘を受ける形で，2007年10
月，「有線放送による放送の再送信に関する研
究会」を設置した。研究会では，現在の地域
免許制度の存続を前提に，区域外再送信のあ
り方や，大臣裁定での判断基準を見直すべき
かどうかなどについて検討を進め，2008年3
月をめどに一定の方向性を示すことになってい
る。事業者団体同士による協議の行方とあわ
せて，研究会が解決に向けて打ち出す方向性
に注目が集まっている。

また，再送信の著作権処理をめぐっては，
前述のように，ケーブルテレビ事業者の責任
のもと行うことになっており，このため「5団体
ルール」といった枠組みが作り上げられてきた
が，「5団体」に属さない権利者の著作権・著
作隣接権については適切な処理が行われてい
ない状態にある。包括的な権利処理を行うた
めには，こうした「蛇口処理」には無理があり，
民放を含めた新たな枠組みを作って「元栓処
理」を行うことが必要とする指摘もある29）。著

作権処理の適切化に向けて新たな枠組み作り
を行うのか，あるいは，現行の仕組みで対応
が可能なのか，検討をしていく必要があると
考えられる。

さらに，地域免許制度を基本とする放送法・
電波法と，区域外再送信を排除しない有テレ
法をどう整合させるかも困難な課題である。こ
うした放送・通信をめぐる法体系については，
総務省の「通信・放送の総合的な法体系に関
する研究会」が包括的な検討を行い，2007年
12月にまとめた報告書で放送法・有テレ法と
いった縦割りの法体系を改めて「情報通信法」
に一本化し，規律についても，「コンテンツ」や

「伝送インフラ」といったレイヤー別に構成する
という提言を行っている。ただ，こうした提言
が法律として成文化され，実際に制度の矛盾
が解消されるまでには時間を要すると考えら
れる。

区域外再送信をめぐる問題は，有テレ法が
制定された1970年代から指摘されていたわけ
だが，双方の当事者や行政当局が抜本的な
解決を図らないまま現在まで来てしまったた
めに，ケーブルテレビの影響力が小さい間は，

「机上の空論」で済んだものが，空論では済ま
ない事態になってしまっている。しかし，この
問題をこのまま放置して，従来からの区域外
再送信がアナログ放送からデジタル放送への
移行をきっかけに不可能となる事態になれば，
視聴者にとってはこれまで受けられた放送
サービスを受けられなくなるという問題が生じ
る。著作権処理の問題など多くの問題を抱え
た区域外再送信だが，視聴者の観点からも，
問題の早期解決を図ることが求められている。

（むらかみ せいいち）
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注：

1）総務省 有線放送による放送の再送信に関する
研究会 資料 1-4（2007 年 10 月）

2）過去の大臣裁定では，「放送秩序」という言葉
は放送の同一性保持と関連付けられているが，
このときの国会の議論では，「放送秩序」は，チャ
ンネルプランや地域免許制度を指すものとして
用いられている。

3）塩野宏『放送法制の課題』（有斐閣，1989 年）p.198
4）同上 p.165
5）同上 p.189 一方，放送法制定当時は，放送事業

者の著作隣接権が認められていなかったため，
同意制度により放送事業者の権利確保を図る面
もあったという見方もある。（総務省 有線放送
による放送の再送信に関する研究会 資料 3-1）。

6）元総務事務次官の金澤薫は，放送法 6 条につ
いて，「本条は，放送事業者が他の放送事業者
の放送番組の放送を受信して再放送する場合，
放送事業者の放送対象区域以外で放送される危
険性があり放送秩序を破壊する可能性があるこ
と，（中略）このようなことが生じないよう当
該放送事業者の同意を得なければならないとし
たものである」『放送法逐条解説』（財団法人電
気通信振興会，2007 年）と記述している。一方，
総務省側は「立法趣旨の際にも一切説明のない
部分」（情報通信審議会有線放送部会第 17 回議
事録）としてこの見解を否定している。

7）前掲『放送法制の課題』pp.209-210
8）文化審議会著作権分科会「IP マルチキャスト

放送及び罰則・取締り関係報告書」（2006年8月）
p.22

9）参議院文教委員会（1986 年 5 月 15 日）。
10）杉村晃一「放送の再送信とその権利処理に関す

る一考察」『文化情報学 : 駿河台大学文化情報
学部紀要』13（2） （2006 年）pp.69-88

11）同上 p.77
12）情報通信審議会有線放送部会 資料 16-10（2007

年 5 月 24 日）
13）民間放送連盟「ケーブルテレビ区域外再送信に

関する『大臣裁定』制度についての意見」（2007
年 5 月 9 日）p.2

14）大分放送・テレビ大分・大分朝日放送「情報
通信審議会有線放送部会に対する意見陳述書」

（2007 年 6 月 7 日）p.3
15）『日本民間放送年鑑 2007』pp.493-499
16）前掲「ケーブルテレビ区域外再送信に関する

『大臣裁定』制度についての意見」p.3
17）衆議院逓信委員会（1986 年 4 月 23 日）森島展

一政府委員の答弁。

18）前掲「ケーブルテレビ区域外再送信に関する
『大臣裁定』制度についての意見」p.2

19）情報通信審議会有線放送部会第 16 回議事録
（2007 年 5 月 24 日）pp.19-20

20）前掲「情報通信審議会有線放送部会に対する意
見陳述書」p.1

21）前掲「ケーブルテレビ区域外再送信に関する
『大臣裁定』制度についての意見」pp.2-3

22）文化審議会著作権分科会法制問題小委員会平成
18 年第 2 回議事録（2006 年 4 月 5 日）

23）規制改革・民間開放推進会議「規制改革・民間
開放の推進のための重点検討事項に関する中間
答申」（2006 年 7 月 31 日）p.10

24）通信・放送の在り方に関する懇談会「最終報
告書」（2006 年 6 月 6 日）p.7 ただし，報告書
のこのあとに，「例えばキー局の番組を再送信
した場合の地方局の経営への影響等，現実には
様々な問題が生じ得るので，それへの配慮は必
要である」と留保を付けている。

25）前掲「IP マルチキャスト放送及び罰則・取締
り関係報告書」p.27

26）山戸康弘（大分県 IT 推進課長）「区域外再送
信問題　地域関係者の声も反映される仕組み
を」『NEW MEDIA』2007 年 12 月号 p.47

27）情報通信審議会有線放送部会第 17 回議事録
（2007 年 6 月 11 日）pp.13-14

28）前掲「ケーブルテレビ区域外再送信に関する『大
臣裁定』制度についての意見」p.3

29）前掲「放送の再送信とその権利処理に関する一
考察」pp.69-88




